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2026 年 10 月 30 日 

各      位 

 

会 社 名  平 和 不 動 産 株 式 会 社 

代 表 者  代 表 執 行 役 社 長  土 本 清 幸 

（コード 8803 東証プライム・名証プレミア・福岡・札幌）  

問合せ先  執行役常務 経営企画部長 青山 誉久  

（ ＴＥＬ  ０３－３６６６－０１８２） 

 

 

新中期経営計画「Bazukuri Transformation 5（BX5）」の策定 

および長期ビジョン「WAY 2040」計数計画の上方修正に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2027年度から 2031年度を計画期間とする新中期経営計

画「Bazukuri Transformation 5（BX5）～大胆な変革で、描いた未来を超える～」（2027年度～2031

年度）を策定するとともに、長期ビジョン「WAY 2040」の計数計画を上方修正することを決議いた

しましたので、お知らせいたします。 

 

 

1. 現中期経営計画「WAY 2040 Stage 1」（2024年度～2026年度）の総括 

平和不動産グループとして長期的な目指すべきありたい姿を確立するため、2024 年３月に平

和不動産グループパーパス「人々を惹きつける場づくりで、未来に豊かさをもたらす」を制定し、

平和不動産グループ長期ビジョン「WAY 2040」を策定いたしました。2024年４月に策定した現中

期経営計画「WAY 2040 Stage 1」（2024 年度～2026年度）では、長期ビジョン「WAY 2040」のス

ローガンである「場づくりの連続で、非連続な成長を遂げる“Bazukuri Company”へ」のファー

ストステージとして、日本橋兜町・茅場町ブランドの確立、当社史上最大規模となる札幌再開発

プロジェクトおよび長期ビジョンを実現するための新規事業分野への進出に挑戦することによ

り、「非連続な成長へのスタートダッシュ」の期間と位置付け、成長戦略に取り組んでまいりま

した。また、再開発事業および新規不動産（アセットクラス）投資事業等における業務提携を目

的とした大成建設株式会社（以下、「大成建設」）との資本業務提携契約の締結並びに大成建設お

よび三菱地所株式会社（以下、「三菱地所」）との３社協定関係の構築により、グループ長期ビジ

ョンの成長戦略を加速させるための協働関係を構築いたしました。 

現中期経営計画においては、日本橋兜町・茅場町におけるホテル開発プロジェクト「キャプシ

ョン by Hyatt 兜町 東京」の開業、札幌における当社史上最大規模のプロジェクトとなる

「SAPPORO ONE（2029年度竣工予定）」の新築着工等を実現いたしました。また、新規事業分野の

ホテル事業においては、「キャプション by Hyatt 兜町 東京」の開業に加えて、「SAPPORO ONE」

における「パーク ハイアット 札幌」の誘致、「モットーbyヒルトン京都四条烏丸（2029 年度開

業予定）」の事業化等を推進し、事業の拡大を図ってまいりました。さらには、大成建設との資

本業務提携に基づき、「（仮称）アヴァニ京都（2029年度開業予定）」の共同事業化、大成建設プ

ライベート投資法人の資産運用会社である大成不動産投資顧問株式会社への参画による私募リ

ート事業への参入、日本橋兜町・茅場町エリアにおけるデジタルツインのプロトタイプの構築等

に取り組んでまいりました。 

このような取り組みの結果、2024 年４月に策定した 2026 年度の計数計画である連結営業利益

140 億円以上、EPS（１株当たり当期純利益）135 円以上、ROE７％以上について、当初計画を大

きく上回る、連結営業利益 158億円、EPS 174円、ROE９％程度の見通しとなっており、当社グル

ープの「非連続な成長」に邁進してまいりました。 
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 ＜各プレスリリース＞ 

※１ 平和不動産グループパーパス制定のお知らせ 

※２ 平和不動産グループ長期ビジョン「WAY 2040」策定のお知らせ 

※３ 大成建設株式会社との資本業務提携により、旧京都新聞本社ビルを活用したホテル開発を

推進 

※４ 私募リート事業への参入について 

※５ 日本橋兜町・茅場町におけるデジタルツインのプロトタイプ構築について 

 

 

2. 新中期経営計画策定の基本方針、長期ビジョン「WAY 2040」計数計画の上方修正 

外部環境について、オフィスマーケットにおいては、企業がオフィスを単なるコストとして捉

えるのではなく、人材獲得や社員のウェルビーイング向上のため、さらには生産性向上や共創・

イノベーション創出の場として位置付ける等、人的資本投資として捉えるという変革が起こり、

今後もオフィスに対する企業の積極的な投資が継続していくことが期待されます。また、ホテル

マーケットにおいても、インバウンド需要の持続的な成長等により、特に都心部のホテルアセッ

トを中心に引き続き成長が見込まれるものと考えております。今後も、再開発事業を中心に当社

グループの経営資源を投入し、このような収益獲得機会を捉えることにより、インフレによるコ

スト増加や資金調達金利の上昇といった経営環境においても、持続的な企業価値の向上を実現で

きるものと確信しております。また、当社グループは創業以来、国内において事業を展開してま

いりましたが、新たな成長機会の獲得、資本効率の向上等を目的として、当社として初めて海外

不動産事業に進出することにより、事業ポートフォリオの強化を図ってまいります。そして引き

続き、大成建設および三菱地所との資本業務提携効果の最大化を図り、事業を推進してまいりま

す。 

こうした考えのもと、長期ビジョン「WAY 2040」における計数目標の１つである連結営業利益

約 250億円以上を、連結事業利益（※）約 450億円以上に、大幅に上方修正いたします。 

現中期経営計画において非連続な成長へのスタートダッシュを切ることができたなか、今般、

新中期経営計画「Bazukuri Transformation 5（BX5）～大胆な変革で、描いた未来を超える～」

を策定し、以下の５つの BX 戦略を推進することにより、“Bazukuri”と利益成長を高次元で両立

させ、持続的な企業価値向上を図ってまいります。 

 

※連結事業利益＝連結営業利益＋持分法投資損益＋固定資産売却益 

 

BX-1．全国主要都市における再開発事業を通じた“人々を惹きつける場づくり”の展開 

  札幌オフィスマーケットの中で立地・スペックとも最高水準のビルであり、最高級ラグジュ

アリーブランドのホテルを誘致する「SAPPORO ONE」および「北 4西 3地区第一種市街地再開

発事業（2028 年度竣工予定）」を始動させ、札幌において人々を惹きつける場づくりを展開す

ることにより、札幌の都市競争力の強化に貢献いたします。 

  さらには、“Bazukuri Company”としてのプレゼンスを高めるため、現在進めている「モッ

トーby ヒルトン京都四条烏丸」や「（仮称）アヴァニ京都」をはじめ、全国主要都市での開発

プロジェクトを同時並行で推進します。日本橋兜町・茅場町や札幌で培った場づくりの知見を

活かし、他のエリアにおいて新規の再開発プロジェクトの推進に取り組むとともに、地域価値

向上に貢献することにより、人々を惹きつける場づくりの全国的な展開を拡げてまいります。 

 

BX-2．日本橋兜町・茅場町ブランドの発展 

  「KABUTO ONE」に続く大規模オフィス開発プロジェクトとなる「（仮称）日本橋茅場町一丁

目６地区開発計画（2032年度上期竣工予定）」を着工するとともに、これに続く新規プロジェ

https://contents.xj-storage.jp/xcontents/88030/b64a640b/2607/4566/927c/7a4b744856ba/140120240329563090.pdf
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/88030/1d8687c6/168e/4f1d/9019/fa6ff08154e5/140120240329563087.pdf
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/88030/fb242f5f/cd64/4c49/bf36/9b655c76ea30/140120260615570585.pdf
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/88030/fb242f5f/cd64/4c49/bf36/9b655c76ea30/140120260615570585.pdf
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/88030/2bac28ca/0c84/4c2a/af1d/48ba28a43d00/140120250310591117.pdf
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/88030/3202e564/d289/4e50/a7c3/a9d648dc5563/140120250331504386.pdf
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クトの推進、FinGATE事業の拡大等により、東京都の推進する「国際金融都市・東京」構想に

資する金融関連機能の集積等を実現します。さらには、個性あふれる商業店舗の誘致を進める

こと等により、日本橋兜町・茅場町ブランドをさらに発展させてまいります。 

 

BX-3．保有アセットの賃貸収益・資本回転型事業の拡大 

  オフィスを人的資本投資と捉える企業の考え方の変化、ホテルマーケットの成長およびイン

フレによる収益成長等を背景に、野心的なリーシング・賃料増額改定、ホテル収益の成長等に

よって保有アセットの賃貸収益を拡大させることにより、資産ポートフォリオの価値最大化を

図ってまいります。 

また、資本効率を向上させていくために、新規のバリューアッド事業を含め、資本を回転さ

せる事業へのさらなるシフト・強化を進めることにより、バランスシートを適切にコントロー

ルしながら、金利上昇等のコスト増加を上回る成長を実現してまいります。 

さらには、当社がメインスポンサーである平和不動産リート投資法人およびサブスポンサー

である大成建設プライベート投資法人の成長サポート等により、アセットマネジメントフィー

の拡大を図ります。また、仲介ビジネスの安定的な成長等により、資本効率の高いグループ収

益の拡大を図ります。 

 

BX-4．海外不動産事業への進出による事業ポートフォリオの強化 

  当社グループは創業以来、国内において事業を展開してまいりましたが、新たな成長機会の

獲得、資本効率の向上等を目的に、海外不動産事業に初めて進出することにより、事業ポート

フォリオの多様化および強化を図ってまいります。 

 

BX-5．ROE10％の達成および高水準株主還元の継続 

当社グループでは、資本コストや株価を意識した経営を推進し、企業価値向上をはかってま

いります。2031 年度の ROE 目標として、当社の株主資本コストを上回る 10％以上を設定しま

す。2027 年度から 2031年度の株主還元においては、株主資本コストおよび資本効率等を意識

し、連結配当性向 50％程度かつ 2026 年度の１株当たり年間配当金 103 円（特別配当 15 円含

む）を起点に累進配当を実施するものとします。 

 

＜サステナビリティ経営および人的資本経営の高度化＞ 

“Bazukuri Company”として、高水準の各 ESG評価を背景に、GHG排出量ネットゼロをはじ

めとした環境・社会課題の解決に取り組み、各ステークホルダーとの双方向のコミュニケーシ

ョンにより、サステナブルな社会の実現に貢献します。また、長期ビジョンにおいて非連続な

成長を遂げるため、パーパスおよび”Bazukuri Company”の実現を担う人づくり、多様性を推

進し活かす組織づくりおよび健康経営をはじめとした働きやすく活き活きとした職場づくり

に取り組むとともに、AIの活用による業務効率化を推進し、生産性を意識した少数精鋭による

人的資本経営を推進します。さらには、高水準の取締役会機能を維持するとともに、政策保有

株式の縮減等により、コーポレート・ガバナンスの更なる強化を図ります。政策保有株式につ

いては、連結純資産に対する政策保有株式残高比率を 2031 年度までに５％程度に縮減してま

いります。 

 

  これらの重点戦略に取り組むことにより、2031 年度に連結事業利益 290億円以上、EPS（１株

当たり当期純利益）220円以上の達成を目指します。 
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3. 計数計画 

（１） 財務・非財務 KPI 

財務 KPI 

利益目標 
EPS 220円以上（2031年度） 

連結事業利益 290億円以上（※）（2031年度） 

資本効率 ROE 10％以上（2031年度） 

株主還元 連結配当性向 連結配当性向 50％程度（2027年度～2031年

度）とし、2026年度の１株当たり年間配当金

103円を起点に累進配当を実施。 

自己株式取得については株価水準、投資計画

および財務状況等を総合的に勘案し、機動的

に実施。 

非財務 KPI 

環境 

GHG排出量 2050 年 度 ま で に ネ ッ ト ゼ ロ 達 成

(Scope1+2+3) 

水使用量 各用途において前年度より低減 

廃棄物排出量 各用途において前年度より低減 

社会 

新卒女性採用比率：30％以上（5年平均採用数） 

女性管理職比率：2030年度までに 20％以上 

キャリア採用者管理職比率：2030年度までに 40％以上 

健康診断実施率：毎年 100％ 

がん検診（２年毎）実施率：35歳以上 100％ 

ストレスチェック受検率：毎年 100％、 

有給休暇取得率：毎年 70％以上 

男性育児休暇取得率：2030年度までに 100％ 

救命講習資格保有者：全役職員 

ガ バ ナ ン

ス 

連結純資産に対する政策保有株式残高比率：2031年度までに５％

程度 

取締役会の社外取締役比率：過半数 

※連結事業利益：連結営業利益＋持分法投資損益＋固定資産売却益 

※連結事業利益内訳 

 ビルディング事業：285億円（物件売却益の割合は 50％～60％程度を想定） 

 アセットマネジメント事業：35億円 

 全社・消去：△30億円 

※参考指標（財務健全性）：自己資本比率 20％台後半（2031年度） 
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（２） キャピタルアロケーション（2027年度～2031年度）  

2027年度 

期初キャッシュ：約 250億円 

2031年度 

期末キャッシュ：約 150億円 

事業による創出等：約 2,500億円 

（うち物件売却収入：約 2,000億円） 

再開発投資：約 1,900億円 

（内訳） 

日本橋兜町・茅場町：約 350億円 

札幌：約 1,200億円 

その他：約 350億円 

物件取得投資：約 500億円 

有利子負債収入：約 600億円 

海外不動産投資等：約 300億円 

CAPEX：約 150億円 

株主還元：約 350億円 

   

以 上 
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新中期経営計画
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成長戦略

4つの成長戦略を通じて企業価値を高め、2040年にありたい姿の実現をめざす。

長期ビジョン「WAY 2040」

場づくりの連続で、非連続な成長を遂げる“Bazukuri Company”へ
4つの成長戦略 計数目標

① 再開発事業の拡大

人々を惹きつける
場づくりの全国展開

③ 社会価値の向上

サステナビリティ
施策の推進

② 利益成長と資本効率向上の両立

賃貸事業＋資本回転型ビジネスの
拡大と新規事業分野への進出

④ 経営基盤の強化

成長加速に向けた
人的資本の最大化

相乗効果による
企業価値向上

*1.2026年10月30日に250億円から450億円に上方修正
*2.ROE目標については中期経営計画ごとに設定

2040年の連結事業利益
450億円以上＊1

株主資本コストを上回る
ROE継続＊2

2050年GHG排出量
ネットゼロ達成

250億円から
上方修正
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主なマーケットの変化と当社が描く未来

主なマーケットの変化 当社が描く未来

当社を取り巻く事業環境が大きく変化するなか、成長機会を捉え、
インフレによるコスト増加や資金調達金利の上昇を上回る企業価値向上を実現

2024 2026 2027 2031 2040
連結事業利益
450億円以上

新中期経営計画

当初の成長軌道

新計画の成長軌道

成長機会を捉え、BX5を推進し、
コスト増加・金利上昇を上回る

利益成長を実現

インバウンド需要の
持続的な成長

ホテル市況の
成長要因

※人材獲得や社員のウェルビーイング向上のため、さらには生産性向上や共創・
イノベーション創出の場として位置付けられる等など、人的資本投資として捉える動きが拡大。

250億円以上

人的資本投資としての
オフィス需要拡大※

オフィス市況
の成長要因

インフレによるコスト増加インフレ影響

資金調達金利の上昇による
金融費用増加

金利上昇影響
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新中期経営計画の重点戦略と計数計画

新中期経営計画（2027〜2031）

日本橋兜町・茅場町
ブランドの発展

賃貸収益・
資本回転型事業の
拡大

海外進出による
事業ポートフォリオ
の強化

BX戦略

全国主要都市での
場づくりの展開

ROE10%達成と
高水準株主還元の
継続

連結事業利益 290億円以上 EPS 220円以上 ROE 10%以上 投資計画(5年間) 約2,700億円

政策保有株式純資産比率 5%程度累進配当・配当性向 50%程度／機動的な自己株取得

サステナビリティ経営および人的資本経営の高度化

経営基盤の強化

計数
目標

※本資料に記載されている予想数値等の将来に関する記述は、現時点で入手可能な情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は、業況の変化等により、大きく異なる可能性があります。
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BX-1

札幌オフィスマーケットの中で立地・スペックとも最高水準のビルであり、最高級ラグ
ジュアリーブランドのホテルを誘致する「SAPPORO ONE（2029年度竣工予定）」お
よび「北4西3地区第一種市街地再開発事業（2028年度竣工予定）」を始動させ、札幌
において人々を惹きつける場づくりを展開することにより、札幌の都市競争力の強化に
貢献いたします。
“Bazukuri Company”としてのプレゼンスを高めるため、現在進めている「モットー
byヒルトン京都四条烏丸（2029年度開業予定） 」や、大成建設との資本業務提携に基
づく「（仮称）アヴァニ京都（2029年度開業予定） 」の共同事業化をはじめ、全国主
要都市での開発プロジェクトを同時並行で推進します。

SAPPORO ONE
（2029年度竣工予定）

全国主要都市における再開発事業を通じた“人々を惹きつける場づくり”の展開

（仮称）アヴァニ京都
（2029年度開業予定）

また、日本橋兜町・茅場町や札幌で培った場づくりの知見を活かし、他のエリアにおい
て新規の再開発プロジェクトの推進に取り組むとともに、地域価値向上に貢献すること
により、人々を惹きつける場づくりの全国的な展開を拡げてまいります。



© HEIWA REAL ESTATE Co., Ltd. 9

BX-2

日本橋兜町・茅場町ブランドの発展

（仮称）日本橋茅場町一丁目 6 地区開発計画
（2032年度上期竣工予定）

「KABUTO ONE」に続く大規模オフィス開発プロジェク
トとなる「（仮称）日本橋茅場町一丁目 6 地区開発計画
（2032年度上期竣工予定）」を着工するとともに、これに
続く新規プロジェクトの推進、FinGATE事業の拡大等によ
り、東京都の推進する「国際金融都市・東京」構想の実現
に資する金融関連機能の集積等を実現します。さらには、
個性あふれる商業店舗の誘致を進めること等により、日本
橋兜町・茅場町ブランドをさらに発展させてまいります。
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150 148 156 

252 

23.3期 24.3期 25.3期 26.3期 27.3期
（予想）

約７億円

BX-3

保有アセットの賃貸収益・資本回転型事業の拡大

当社がメインスポンサーである平和不動産リート投資法人
およびサブスポンサーである大成建設プライベート投資法
人の成長サポート等により、アセットマネジメントフィー
の拡大を図ります。また、仲介ビジネスの安定的な成長等
により、資本効率の高いグループ収益の拡大を図ります。

資本効率を向上させていくために、新規のバリューアッド
事業を含め、資本を回転させる事業へのさらなるシフト・
強化を進めることにより、バランスシートを適切にコント
ロールしながら、金利上昇等のコスト増加を上回る成長を
実現してまいります。

オフィスを人的資本投資と捉える企業の考え方の変化、ホ
テルマーケットの成長およびインフレによる収益成長等を
背景に、野心的なリーシング・賃料増額改定、ホテル収益
の成長等によって保有アセットの賃貸収益を拡大させるこ
とにより、資産ポートフォリオの価値最大化を図ってまい
ります。 （既存物件賃料の年成長率3.0％を想定）

資本回転型ビジネス概略図

1,196 

1,343 1,377 

1,573 1,598 
1,692 

1,890 

20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期

改定賃料の変動額の推移（百万円）
（年間増収効果ベース）

※「増額」から「減額」を差し引いた金額。

野心的な
増額改定を実施

AMフィー収入の推移（百万円）

グループ収益
を拡大
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人口・経済成長期待のある
国・地域（米国・英国等）

開発案件・資産回転型事業を
中心に投資

BX-4

海外不動産事業への進出による事業ポートフォリオの強化

当社グループは創業以来、国内において事業を展開してまいりましたが、新たな成長機会
の獲得、資本効率の向上等を目的に、海外不動産事業に初めて進出することにより、事業
ポートフォリオの多様化および強化を図ってまいります。

実績を有する日系企業との
JV事業等

5年間で約250億円

投資戦略

中期経営計画期間における海外不動産事業の方針

対象エリア

パートナー

投資計画
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BX-5

ROE10%の達成および高水準株主還元の継続

ROEの推移（％）

3.4%

2.8%

4.7% 4.7%
5.2%

5.8%
6.5% 6.3%

7.3% 7.7%
6.9%

7.9%

9.0%
10.0%

14.3期 15.3期 16.3期 17.3期 18.3期 19.3期 20.3期 21.3期 22.3期 23.3期 24.3期 25.3期 26.3期 … 32.3期
(計画)

ROE

当社グループでは、資本コストや株価を意識した経営を推進し、企業価値向上をはかっ
てまいります。2031年度のROE目標として、当社の株主資本コストを上回る10％以上
を設定します。

2027年度から2031年度の株主還元においては、株主資本コストおよび資本効率等を意
識し、連結配当性向50％程度かつ2026年度の１株当たり年間配当金103円（特別配当15
円含む）を起点に累進配当を実施するものとします。

13 16.5 24 28 38.5 47.5 52 58
71 83 88

2 

25 15 
15 15 

23.0%24.9%
30.2%30.3%

40.6%40.1%40.9%
49.1%50.2%

50.1%50.6%
50.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

20

40

60

80

100

120

140

17.3期 18.3期 19.3期 20.3期 21.3期 22.3期 23.3期 24.3期 25.3期 26.3期 27.3期
（予想）

… 32.3期
（計画）

1株当たり配当金（普通配当） 1株当たり配当金（特別配当等） 連結配当性向（普通配当のみ）

1株当たり配当金（円）および連結配当性向（％）の推移

ROE目標
10％以上

程度

累進配当
を実施
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経営基盤

サステナビリティ経営および人的資本経営の高度化

高水準の取締役会機能を維持するとともに、政策保有株
式の縮減等により、コーポレート・ガバナンスの更なる強
化を図ります。政策保有株式については、連結純資産に
対する政策保有株式残高比率を2031年度までに5％程度に
縮減してまいります。

“Bazukuri Company”として、高水準の各ESG評価を背
景に、GHG排出量ネットゼロをはじめとした環境・社会
課題の解決に取り組み、各ステークホルダーとの双方向の
コミュニケーションにより、サステナブルな社会の実現に
貢献します。

重要課題（マテリアリティ） 人的資本経営の基本方針と人材戦略 政策保有株式残高比率

15.4%

5.0%

26.9期 … 32.3期
（計画）

5％程度
に縮減

※連結純資産に対する割合

長期ビジョンにおいて非連続な成長を遂げるため、パーパ
スおよび”Bazukuri Company”の実現を担う人づくり、多
様性を推進し活かす組織づくりおよび健康経営をはじめと
した働きやすく活き活きとした職場づくりに取り組むとと
もに、AIの活用による業務効率化を推進し、生産性を意識
した少数精鋭による人的資本経営を推進します。
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計数計画 財務・非財務KPI

利益目標

EPS 220円以上（2031年度）

連結事業利益

290億円以上（2031年度）

※連結事業利益＝連結営業利益＋持分法投資損益＋固定資産売却益
※連結事業利益内訳
  ・ビルディング事業：285億円
（物件売却益の割合は50％～60％程度を想定）

  ・アセットマネジメント事業：35億円
  ・全社・消去：△30億円

資本効率 ROE 10％以上（2031年度）

株主還元 連結配当性向

連結配当性向50％程度（2027年度～2031年度）とし、
2026年度の１株当たり年間配当金103円を起点に累進配当
を実施。
自己株式取得については株価水準、投資計画および財務状
況等を総合的に勘案し、機動的に実施。

環境

GHG排出量 2050年度までにネットゼロ達成(Scope1+2+3)

水使用量 各用途において前年度より低減

廃棄物排出量 各用途において前年度より低減

社会

新卒女性採用比率：30％以上（5年平均採用数）
 女性管理職比率：2030年度までに20％以上
 キャリア採用者管理職比率：2030年度までに40％以上
 健康診断実施率：毎年100％
 がん検診（２年毎）実施率：35歳以上100％
 ストレスチェック受検率：毎年100％
 有給休暇取得率：毎年70％以上
 男性育児休暇取得率：2030年度までに100％
 救命講習資格保有者：全役職員

ガバナンス 連結純資産に対する政策保有株式残高比率：2031年度までに5％程度
取締役会の社外取締役比率：過半数

財務KPI 非財務KPI

※政策金利は1.75％を前提に金融費用を想定。
※本資料に記載されている予想数値等の将来に関する記述は、現時点で入手可能な情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は、業況の変化等により、大きく異なる可能性があります。
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キャピタルアロケーション

※参考指標（財務健全性）：自己資本比率20％台後半（2031年度）

キャピタルアロケーション
（2027年度～2031年度）

2027年度 期初キャッシュ 約250億円

事業による創出等
約2,500億円

うち物件売却収入
約2,000億円

有利子負債収入
約600億円

再開発投資
約1,900億円
（内訳）

日本橋兜町・茅場町：約350億円
札幌：約1,200億円、その他：約350億円

物件取得投資
約500億円

CAPEX 約150億円

株主還元 約350億円

2031年度 期末キャッシュ 約150億円

海外不動産投資等 約300億円


